
必要がある。   

○ パート労働者はフルタイム労働者に比べて所得の低い者が多いため、現行の   

定率保険料方式を前提にパート労働者への厚生年金の適用を拡大すると、場合   

によっては国民年金の定額保険料（本人負担）より低い保険料負担（労使折半）   

で、老齢基礎年金に加えて報酬比例年金を受給できるケースが生じ、制度間で   

の給付・負担の関係のバランスを失することが懸念されることから、国民年金   

第1号被保険者の観点からの検討も求められるのではないか。   

○ また、厚生年金制度は所得再分配の機能を有することから、既に厚生年金が   

適用されている労働者の観点からの検討も求められるのではないか。   

○ さらに、厚生年金など社会保険における事業主負担は、当該制度が事業主の   

円滑な事業活動に寄与する面があり、事業主も制度の利益を受け取っている点   

に着目したものであることから、被用者として事業主の事業活動に一定以上の   

関係を有している者かという事業主の観点からの検討も求められるのではな   

いか。  

（労働時間要件）  

○ パート労働者への適用拡大に当たっては、現在の適用基準である「通常の就   

労者の所定労働時間の4分の3以上」という労働時間に関する要件を引き下げ   

ることが基本になる。   

O 「時間」は有限（万人にとって1日は24時間）であり、一般に、特定の時間   

には1つの活動しか行い得ないことから、あるパート労働者が厚生年金の適用   

対象にふさわしい「被用者」としての実態を備えているか否か、事業主の事業   

活動と一定以上の関係性を有しているか否かを判断する基準として、事業所に   

おける拘束時間、すなわち「労働時間」の長短は、最も基本的な要素になると   

考えられる。   

○ こうした観点からは、平均的に見て労働時間が相当程度短い者については適   

用を除外することが考えられる。具体的基準としては、当面は、雇用保険の短   

時間就労者の取扱いを考慮して「週の所定労働時間が20時間以上の者」とする   

ことが適当ではないか。  

※ なお、現行の適用基準のように、通常の就労者の労働時間の一定割合（例えば2分の   

1）とすることは、事業所によって通常の就労者の労働時間が異なることが多く、同じ  

労働時間でも事業所によって適用される場合とされない場合が出るなど、統一的な取扱  
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いが難しくなることから、一律の時間による基準（例えば20時間）を設定する方法が適  

当である。  

○ この場合、現行の4分の3基準により適用されているパート労働者について   

は、社会通念上期待されている労働時間の大半を当該事業所で過ごしているわ   

けであり、労働時間要件のみで、厚生年金の適用対象にふさわしい「被用者」   

であると判断することが妥当と考えられる。これに対し、週の所定労働時間が   

20時間以上で通常の就労者の所定労働時間の4分の3未満であるパート労働   

者については、一既適用者と比べて当該事業所以外で過ごす時間も長くなってく   

ることから、基本となる労働時間要件に、他の判断要素となる要件を組み合わ   

せて、厚生年金の適用対象にふさわしい「被用者」であるかどうかを総合的に   

判断することも考えられる。   

○ なお、労働時間についての要件を設けることのデメリットとしては、保険料   

負担がかからない範囲に労働時間を短縮する「就業調整」が発生する可能性が   

挙げられるが、4（1）で検討するとおり、労働時間要件を引き下げることに   

よって生じる就業調整は必ずしも大きくはないものと考えられる。  

（2）賃金水準について   

（国民年金の給付・負担とのバランス）  

○ 前述のとおり、賃金の低い者が多いパート労働者への厚生年金の適用を拡大   

する際には、厚生年金と国民年金の制度間での給付・負担のバランスを図る観   

点からの検討も必要である。この場合、国民年金保険料と厚生年金保険料の最   

低水準との均衡に留意し、一定額以上の賃金を得ていることをメルクマールと   

することが考えられるのではないか。  

（他の被用者との連帯感）  

○ また、所得再分配機能を持つ厚生年金制度において、新たに適用を受けるパ   

ート労働者が厚生年金が適用されている他の労働者との問で連帯感が保てる   

かどうかという観点からも、一定額以上の賃金を得ていることをメルクマール   

とすることも考えられるのではないか。  

（パート労働者の負担感） 

○ パート労働者は労働時間が短いことや、一般的に時給が低いことから、フル  
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タイム労働者に比べて賃金が低い実態にある。  

○ 本来、．均衡待遇が確保され賃金額が上昇していくことや、年金保険料負担に   

伴う将来の給付増に関する理解が進むことが望まれるが、このような賃金額が   

相当程度低い労働者から本人負担分の保険料を徴収すると、これまで保険料の   

負担を求められていなかったパート労働者にとっての負担感は無視できない   

要素になると考えられる。  

（事業活動における貢献）  

○ 先に述べたとおり、労使折半負担の厚生年金の適用対象にふさわしい「被用   

者」を考える場合、保険料負担に関する事業主の納得を得る観点から、事業主   

の事業活動に一定以上の貢献をしている者を対象とするという切り口も考え   

られる。   

○ この場合、賃金が「労働の対償」という性格を持つことに鑑みれば、既に適   

用対象とされている被用者との均衡も考慮しながら、事業主が一定以上の賃金   

を支払っていることを、事業活動への当該パート労働者の貢献のメルクマール   

とすることも考えられるのではないか。  

○ なお、基準を設定する際には、長い期間（例えば年収）で設定するのではな   

く、短い期間（例えば月収）で設定する方がパート労働者の就業への影響が少   

なくなるのではないかとの意見があった。  

（3）勤務期間について   

○ パート労働者は、一般的に正社員（フルタイム労働者）に比べて、入職・離   

職が激しく、勤続期間が短いなど、流動性が高い実態にある。事業主団体から   

も、「パート労働者は正社員に比べて企業定着率が低い」という指摘があった。   

○ あまりに頻繁に入離職を行う者について事業主に負担を求めることは、事務   

手続に係る事業主負担が過大になるおそれがある。   

○ 以上のことから、新たに適用対象となるパート労働者については、当面、雇   

用保険など他制度の例も参考にしつつ、現在適用されている臨時雇用者の適用   

要件（2か月）よりある程度長い一定以上の勤務期間を要件として設定するこ   

とも考えられるのではないか。   

○ 勤務期間要件を設ける場合のデメリットとして、保険料の負担が生じないよ  
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う、事業主側が、適用基準の期間を超えない範囲への契約期間の短縮、雇用契  

約の終了の際に契約を更新しない、いわゆる「雇止め」、さらには、同一法人  

の別の適用事業所に配置転換するなど実質的には雇用契約が継続していなが  

ら外形上継続していないかのように見せる脱法的行為などを行う可能性があ  

ることに留意する必要がある  

（4）その他の論点について   

O 「学生」「主婦」「年齢」など労働者の属性や「業種」など事業主の属性によ   

って適用拡大の対象から除外してはどうかとの考え方については、労働市場や   

企業間の公正な競争に対して歪みをもたらすおそれが強いことから、基本的に   

採るべきではない。  

4．適用拡大に伴う課題とその対応  

（1）就業調整の可能性   

○ ヒアリングでは、現行の基準より労働時間が短いパート労働者に厚生年金の   

適用を拡大すると、事業主または労働者が保険料の負担がかからないよう労働   

時間の短縮（就業調整）を行うだろうという指摘があった。以下、就業調整の   

可能性及び対応について検討する。  

（労働者側が就業調整を行う可能性）  

○ 現在の適用基準が大きく引き下げられれば、パート労働者が新たな基準を   

「壁」と意識して就業調整することは少なくなるのではないか。   

○ また、保険料負担を避けるために手取りの大幅減を伴う労働時間の短縮を行   

うパート労働者が実際に多いとは考えにくく、むしろ保険料負担による手取減   

を補うために労働時間の延長を希望する者が多いのではないかと考えられる。   

○ さらに、新たに就職して仕事に慣れるための努力や時間、事業所に赴く手間   

や通勤時間などを考えると、労働時間を短縮しすぎると割に合わないのではな   

いかと考えられる。  
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（事業主側が労働時間の短縮を行う可能性）  

○ 事業主団体に対するヒアリングでは、保険料負担を避けるために事業主側か   

らやむを得ず調整する可能性があるとする見解と、就業調整するとこれまで以   

上の人数のパート労働者を確保せざるを得ないので難しいという見解があり、   

事業主による労働時間短縮の可能性についての見方は一致していない。   

○ 事業主側が就業調整する可能性については、   

（弧1人当たりの労働時間を削減して労働者数を増やすことで対応する場合に  

は労務管理が煩雑になり、かえってコスト増になること   

②地域におけるパート労働者の数には限りがあり、労働需給が逼迫している中  

で新たに労働者を雇用することには限界があること   

③就業調整の「壁」を意識しなくなったパート労働者について教育訓練を充実  

し、生産性の向上を行った上で労働時間の延長等を行うことで保険料負担分  

を十分補えること  

などから、実際には相当程度低いものと考えられる。   

○ 以上のことから、労働者、事業主双方から見て就業調整が発生する可能性は   

低いと考えられる。   

○ また、現在の適用基準においても就業調整は一般に行われており、それに伴   

う弊害も起きている（後述）ことを考えると、新たな適用基準による就業調整   

の可能性があるから適用拡大をしないというのは本末転倒であり、就業調整が   

生じないように制度上のエ夫しながら、適用拡大を図るべきである。  

（2）企業経営への影響   

○ 事業主団体からは、「適用拡大によって、企業負担が極めて増大し、経営を   

圧迫する」との見解が相次いだ。   

○ また、保険料負担増分について商品やサービスの価格に転嫁して対応するこ   

とについては、事業主団体から、「価格に転嫁できる世の中ではない」や「メ   

ニュー価格に転嫁すればたちまち客離れをおこし業績の悪化を招く」との見解   

があった。  

（短期的影響）  

○ 短期的には、確かに保険料負担分のコスト増が生じる。  
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○ 反対に、適用拡大により、就業調整のための時間管理のコストやパート労働   

者と正社員の間の車L轢など、これまで事業主が目に見えない形で負担してきた   

コストが減少することから、短期的には事業主にとってコストの増加と減少の   

両面があると考えられる。   

○ また、同じ業種の事業主に対して等しく適用されるのであれば、■特定の事業   

主だけが競争上不利になるということにはならないのではないか。  

（中長期的影響）   

○ 今後労働力が減少する中では、パート労働者が多い業種ほどパート労働者に   

高い技能を持って、意欲を持って働いてもらう必要性が高いはずだが、現状で   

は、社会保険適用の「壁」があるため、スキルの上昇に伴って時給が上がった   

パート労働者ほど労働時間の短縮を迫られるという矛盾が生じている。このこ   

とが、我が国全体での人的資源の開発も阻害している。   

○ このように、パート労働者の人材育成や処遇改善を妨げている社会保険の適   

用基準を引き下げることにより、このような人材育成の制限がなくなり、能力   

開発が促進され、生産性の上昇を通じて、中長期的には企業経営に対してプラ   

スの影響があると考えられる。また、パート労働者の能力開発が進むことで、   

正規労働者と非正規労働者の間の処遇格差も解消していくものと考えられる。   

○ さらに、保険料負担分の調整については、短期的には困難であっても、中長   

期的には、例えば、労使交渉を通じての正社員を含めた賃金配分の見直しや市   

場の調整機能による価格転嫁などによって可能になると考えられる。   

○ 長期的には、労働者であるとともに消費者でもあるパート労働者の人材育成   

が進み、処遇も改善することで、消費が拡大し、国民経済の発展にも資すると   

いう好循環も考えられる。   

○ このように、中長期的には適用拡大によって事業主にとって大きなプラスの   

影響があるものと考えられる。  

（激変緩和のための措置の必要性）  

○ 以上のとおり、適用拡大によって事業主に新たに生じる保険料負担コストは、   

中長期的には十分調整可能であると考えられるが、短期的には事業主にとって   

の金銭的なコストが一時的に増大することは確実である。  
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○ 企業経営に重大な影響を及ぼして雇用にも悪影響が生じることは望ましく   

ないことから、激変を緩和するような配慮措置が考えられるのではないか。   

○ 具体的には、まず適用拡大に当たって、事業主がこれまで長期間にわたって   

構築してきた人材配置の仕組みや賃金水準の見直しを行うための時間を確保   

できるよう、施行まで十分な期間を設けることが考えられる。   

○ また、厚生年金は被用者の老後の所得保障のための仕組みであり、本来は就   

業する企業の属性にかかわらず、すべての被用者が適用を受けることが望まし   

いが、適用拡大による影響は規模の小さい企業の方が相対的に大きいと考えら   

れることから、適用拡大に当たっては一定規模未満の中小企業について、一定   

期間適用を猶予する措置を設けることが考えられる。   

○ ただし、この場合、適用猶予となる中小企業の範囲次第では、大半の事業所   

が除外されたり、地方によっては対象となる事業所がほとんどなくなってしま   

うことも想定され、適用拡大の意義自体を損なうことにもなりかねないことか   

ら、真に猶予が適当な範囲に設定することが望ましい。   

○ また、当初適用を猶予される中小企業に対して、適用が行われる期日に関す   

る明確なスケジュール感を持って適用に向けた準備を促す観点から、適用猶予   

の期間を事前に明らかにしておくことが望ましい。   

○ さらに、適用猶予となる事業所の規模を労働者数で設定する場合に、   

① その基準となる労働者数に新たに適用対象となるパート労働者を加えな  

いのであれば、事業主が保険料負担を避けるためにフルタイム労働者（正社  

員）からパート労働者への置換えを促すインセンティブを与え、   

② 逆に、基準となる労働者数に新たに適用対象となるパート労働者を加える   

のであれば、事業主が保険料負担を避けるためにパート労働者め労働時間を  

一定以内に抑える等のインセンティブを与える   

という形で、労働者の採用・配置に関する事業主の選択に与える影響が大きく   

異なることに十分注意する必要がある。  

5．適用の徹底  

（1）新たに適用対象となるパート労働者に対する適用の徹底   

○ パート労働者に対する厚生年金の適用拡大の際には、事業主や労働者の認識  
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が不十分なため、適用対象であるのにかかわらず必要な手続がされない場合や、   

一部に故意に適用を逃れようとする事業主も出てくると考えられる。   

○ 適用拡大に当たっては、新たな適用基準や必要な事務手続きについて、十分   

に周知広報を行うとともに、適用逃れが生じないよう、監視・指導を強力に行   

うことが必要である。   

○ なお、適用拡大に伴って、一部、事業主または労働者の意向により労働時間   

を短縮するとともに、収入を確保するために複数の事業所での就業を行う例も   

出てくると考えられる。このような行動は、例外的とは言え、適用拡大の効果   

をいわば脱法的に免れるものである。その防止を図るためには、現在の適用事   

業所を基本としている制度的な背景がある中で、事業所を横断した形で適用を   

行うかなど、どのように適切に適用を行うかについて検討すべきであると考え   

られる。  

（2）既に適用対象とされている者に対する適用の徹底   

○ ヒアリングでは、厚生年金の適用を逃れている事業所（適用漏れ）に対する   

指摘があった。また、適用されているはずの非正規労働者についても、適用が   

十分にされていないとの指摘もある。   

○ いずれにせよ、既に適用対象となっている者に対する適用を徹底することは   

当然であり、適用の徹底に向けた取組をさらに促進する必要がある。  

6．その他の課題  

（1）女性に関する年金制度   

○ 今後の人口減少社会では、貴重な労働力である女性の社会進出はますます進   

むことが予想され、また、離婚の増加など女性の老後生活の不確実性を高める   

ような要因も増えていることから、年金制度においても女性自らが本人名義の   

年金を充実することが強く求められる。   

○ パート労働者の均衡待遇の確保は大きな政策課題である。パート労働者への   

厚生年金の適用拡大はその一環を担うとともに、女性の年金の充実にも資する   

ものである。   

○ あわせて、女性に関する年金制度に係るその他の諸課題についても、引き続  
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き検討を行っていくことが必要である。特に、被扶養配偶者の収入要件をはじ  

めとした第3号被保険者制度の在り方について、検討する必要があるのではな  

いか。  

（2）パート労働者自身の希望について  

○ ヒアリングにおいて事業主団体から示されたパート労働者に対するアンケ   

ート調査の結果等を見ると、年金制度の意義についてのパート労働者自身の理   

解が進んでいないことが明らかになった。   

○ これ自体、大きな問題であり、今後制度改正に当たっては、あらゆる機会を   

とらえて、適用拡大の内容・意義について分かりやすく説明し、理解を得てい   

くことが急務である。   

○ また、従業員の老後の生活の安定のためには、事業主が年金制度の意義や基   

本的な情報について従業員にわかりやすく説明し、理解を求める責任は大きい   

のではないか。  

（3）国民年金保険料徴収の円滑化のための取組み   

○ パート労働者に対する厚生年金の適用が拡大されても、労働時間が相対的に   

短いパート労働者などは、なお一定程度国民年金に残ることになる。   

○ 国民年金第1号被保険者のうち、「臨時㌧パート労働者」は特に保険料の納   

付率が低いとの問題がある。自営業者等と異なり老後の稼得手段を持たないこ   

うしたパート労働者に厚生年金が適用されなければ、国民年金の給付が確実に   

保障される必要性はよりいっそう高まると言える。   

○ これら被用者である第1号被保険者の老後の所得保障については、事業主も   

ー定の責任を負っていると考えられることから、第1号被保険者であるパート   

労働者が国民年金保険料を確実に納付できるよう、パート労働者に対し国民年   

金保険料の納付勧奨等に関する手続の周知や関係書類の配布を行うことや、事   

業所における納付の説明会の開催に協力することなど、所要の協力を事業主に   

求めるとともに、さらに、給与所得に対する所得税の源泉徴収の仕組みなどを   

参考にして保険料徴収についてもより強い協力を得られないか検討すべきで   

ある。  
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（4）医療保険・介護保険の取扱い  

○ 当ワーキンググループの目的は厚生年金の適用を検討することであり、健康   

保険・介護保険について見解を述べることは本務ではないが、従前より厚生年   

金と同一の基準で一体的に適用がされており、これらの扱いについても留意す   

る必要があることから、関係団体等から意見を求めた。  

○ 事業主団体からは、企業経営への影響を懸念する意見、パート労働者本人が   

適用を望まないという意見などがあった。一方、労働組合からは、健康保険に   

は出産手当金や傷病手当金といった休業補償の現金給付があり、保険料負担以   

上のメリットや「共助」システムの重要性を積極的に広報し、理解を求めるこ   

とが必要との意見が示された。   

○ 仮に、厚生年金と健康保険■介護保険の適用を分離した場合には、事業主及   

び保険者の事務手続が煩墳になるという実務的な問題があり、健康保険■介護   

保険についても、できる限り同一の基準で適用を痕大することが基本となるの   

ではないか。   

○ また、企業や家計への影響等の課題については、厚生年金の適用拡大の具体   

的な姿を踏まえて考えるべきではないか。   

○ これについて、年金制度と医療保険制度は財政方式や給付と負担の関係が大   

きく異なるのだから、必ずしも厚生年金と同一の基準で健康保険を適用する必   

要はないのではないかとの意見があった。  

7．終わりに  

○ 以上、パtト労働者の就業実態等を把握した上で、今すぐに取り組むべき課   

題として厚生年金の適用拡大の在り方を検討してきた。今後この間題の検討に   

当たっては、本検討結果を十分参考にしていただくよう希望する。   

○ なお、ここに示した適用対象となる者の範囲に関する考え方については、今   

後の社会経済情勢の変化にあわせて、必要に応じて迅速に見直していくことが   

適当である。   

○ また、激変緩和の観点から企業規模によって適用を一定期間除外する措置は、   

被用者の所得保障の観点からはあくまで例外的な措置であり、できる限り早期   

に適用とすることが望ましい。  
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○ さらに、パート労働者への適用拡大の関連事項である、女性に関する年金制   

度に係る課題など年金制度の基本的体系に関する課題については、引き続き中   

期的な課題として議論を深めていくことが必要である。  
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